
資料３

長崎県教育委員会

事業群評価調書　成果指標

（平成３０年度分）

未達成状況調査票



未 達 成 項 目 

 
 
 

① 競技力向上特別対策費、国民体育大会費 

 天皇杯成績順位(※) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

② スポーツ大会費 

県内開催の全国・九州大会等の大会開催数・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

③  障害のある子どもの医療サポート事業 

 医療的ケアの必要な児童生徒の安全な学校生活の確保・・・・・・・・・・・・３ 

 

④  高等学校における特別支援教育支援員活用事業 

 全生徒に対する学校生活の充実度に関するアンケート・・・・・・・・・・・・４ 

 

⑤ 問題を抱える子どもの自立支援事業 

   適応指導教室に通う子どもたちの学校復帰率・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 

⑥ 学校体育研究推進費 

 体力テスト結果が全国平均と同じレベルもしくは上回るレベルの割合(※) ・・・６ 

 

⑦  食物アレルギー対策事業費 

学校給食アレルギー事案件数（誤配食）・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

 

⑧ 長崎県学力調査実施事業、児童生徒の学力向上のための非常勤講師等配置支援事業 

     県学力調査で６割以上理解している児童生徒の割合（小・中学校）(※) ・・・・８ 

  

⑨ 学力向上に資するＩＣＴ活用事業 

 ＩＣＴを活用して学習に取り組むことのできる子どもの割合（小・中学校）(※)・・９ 

 

⑩ 郷土学習資料作成事業 

 郷土長崎への理解と愛情のある児童生徒の割合（小・中学校）(※)・・・・・・10 

 

⑪ 長崎っ子の「夢・憧れ・志」を育む環境整備事業 

 夢や憧れがある児童及び夢の実現に向けて行動している生徒の割合(※)・・・・11 

 



基本戦略名 2 交流を支える地域を創出する

施策名 (2) 文化山スポィツによる地域活性化

事業群名 ⑤ 競技スポーツの推進

事務事業名
競技方向上特別対策費

国民体育大会費

成果指標 天皇杯成績順位

事業群評価調書 成果指標未達成状況調査票

課 (室)名    体育保健課

※ H30日 裸値に対する達成状況は達成率により区分:達成≧100%、 100,4>概ね達成≧90%、 90,`>未達成

基準値
(年度)

H30
目標値
(A)

H30
実績値
(B)

H30目 標1吉Lに
対する達成状況

(B/A)

R2
最終日標値

1位

(H26)

10位台を目指し
つつ20位台定着

41位 未達成
10位台を目指し
つつ20位台定着

■30年度の主な取組
O国体強化事業、スポーツ非常勤職員(スポーツ専門員・トップアドバイザー)の配置、世界の
舞台へ羽ばたく選手の育成事業、指導者養成事業、ジュニアスポニツ推進事業などにより、世
界で活躍できる選手の発掘・育成日強化など更なる競技力の向上に取り組んだ。
02020年東京オリンピックを契機に県内かⅢ多くの日本代表選手を輩出することを目的に、県
内在住の各カテゴリー日本代表選手を特別強化選手、強化選手に指定し、強化事業費の助成
を行った。                ‐

■30年度目標値が達成できなかうた要因分析

平成26年『長崎がんばらんば国体」では、官民一体となって総合成績 1位を獲得し、長崎国

体後は、平成27年 17位、平成29年28位、平成29年24位と総合成績20位台以上を保つてきた。
しかしながら、平成30年「福井国体」においては、国体開催を控えた九州各県の競技力が向上

したため九州プロウク予選で敗退し、本国体への出場数が減少したこと、本国体べ出場した有
望競技が揃うて入賞を逃したことなどから41位となり、目標を達成できなかった。

■R元年度の取組 (従来の取組の充実・改善、新たな取組等)

配分や強化指定を行い重点的強化を図る。
O高校生優秀選手対象者を拡充し、次世代の個人優秀選手の育成日強化を図った。
O国体における少年種別団体競技の重点的な強化を実施。
県内からより多くのオリンピックアスリートや日本代表選手を輩出することを目的とした「東京
リンピツクアスリード等特別強化事業」について指定選手の拡充を行つた。

O次期国体の少年種別を担う中学生の強化を推進。

に いて、

O

ツ のュエア

■R2年度以降の取組 (最終日標達成に向けての更なる取組)

O実績の分析等を踏まえ、競技団体や体育協会等の関係団体と協力しながら随時強化対策
の見直しを行い、より効果的な事業を推進してい(1また、「T貫指導体制」をベースに、令和元
年度から見直した内容も踏まえ、中日長期的展望を持つて強化対策を行つていく。
O県内全国トップクラスの選手を指定し、日本代表として世界へ羽ばたくための強化事業助成
を行う。今後も対象選手数の増加が見込まれるため、事業の拡充を図る。
O国民体育大会総合成績の躍進のために、次期国体の少年種別を担う中学生の強化を推進
を高校生年代へと繋げるために今後も継続して事業を行つていく。
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基本戦略名 2 交流を支える地域を創出する

施策名 (2) 文化ロスポーツによる地域活性化

事業群名 ⑤ 競技スポーツの推進

事務事業名 スポーツ大会費

成果指標 県内開催の全国日九州大会等の大会開催数

事業群評価調書 成果指標未達成状況調査票

課 (室 )名    体育保健課

※ H36自標値に対する達成状況は達成率により区分:達成≧100%、 100%>概ね達成≧90%、 90%>未達成

■30年度目標値が達成できなかつた要因分析

O各競技団体が行う全国大会や九州大会は多くが各県での持ち回り開催となつており、平成30

年度はその回数が少なかつたため、目標値に達しなかった。

基準値
(年度 )

H30
日標値

(A)

H30
実績値
(B)

H30日標イ盲Lに
対する達成状況

(B/A)

R2
最終 目標値

231牛

(H27)
231牛 20件

未達成
(86%)

221牛

■30年度の主な取組

こ要

ツこスポこ対す
Iのでし○ 公 崎県

振興の 及I る ′い め とる ともfツ
並
日を同とで スポ民のる成す 県る経費を助

を図つた。

■R元年度の取細 (従来の取組の充実・改善、新たな取組等)

こ対(公
じスポーツを身近こ感 地域スポーツ

のI し 県O B
ヽ

I もて しら の るで 振興を成する と 県民

●R2年度以降の取細(最終日標達成に向けての更なる取組)

O の の 一 助 ることで、 国 ル の 内

競技者をはじめ多くの県民が間近で感じることができ、ひ
ツ振興につながつていくため、今後も継続して事業を行っ

いては競技力の向上及び地域スポー
ていく必要がある。 |
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事業群評価調書 成果指標未達成状況調査票

課 (室)名   特別支援教育課

※ H30目標値に対する達成状況は達成率により区分:達成≧100%、 100%>概ね達成≧90%、 90%>未達成

基本戦略名 3 互いに支えあい見守る社会をつくる

施策名 (3) きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援

事業群名 ⑦ インクルマシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育の推進

事務事業名 障害のある子どもの医療サポート事業

成果指標 医療的ケアの必要な児童生徒の安全な学校生活の確保

基準値
(年度 )

H30
日標値

(A)

H30
実績値

(B)

H30日 標値に
対する達成状況

(B/A)

Rl

最終 目標値

1000/o 830/o
未達成
(83%)

1000/o

山30年度の主な取組

O医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する特別支援学校に看護師を配置し、医療的ケア

を実施した。   ,
O看護師との連携口協働による医療的ケアを実施するため、特別支援学校の教員を対象に、喀
痰吸引等研修を実施時期を1か月程度早めて実施した。
O看護師が安心して対応できるよ引こ、30年度から看護職賠償責任保険に加入した。
O看護師に指導電助言を行う指導医の増員を行うた。

■30年度目標値が達成できなかつた要因分析

置した看護師がフル稼働しても、ケアを待たせてしまう
し、配引を必要 児 により、同じ 間に医

状況があつた。

■R元年度の取組 (従来の取組の充実・改善、新たな取組等)

I等研修を5月 に実施し、早い者は2学期から医療

的ケアが実施できるようにした。

O看護師が安全に医療的ケアを実施できるよう、夏季看護師研修会を新設し、アセスメントや技

能面等に関する研修を充実させたも

O特別支援学校の教員を対象とした喀痰吸弓
1 しIし 配

■R2年度以降の取組(最終目様達成に向けての更なる取組)

O安全な実施に向けて、研修やアドバイスなどの役割を担う看護師の指名について検討する。

O教育委員会、検長、看護師、教員、養護教諭等の役割分担を整理して、看護師の負担を軽減

Ь継 郎 摂爾 蒙 騒 話 堵 翻 郷 縮 鋪 諸 爛 絡 無 森蔑ネ聖施できる

教員を育成する。
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事業群評価調書 成果指標未達成状況調査票

課(室)名   特別支援教育課

※H30日標値に対する達成状況は達成率により区分:達成≧100%、 100%>概ね達成≧900ノ 6、 90%>未達成

基本戦略名 3 互いに支えあい見守る社会をつくる

施策名 (3) きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援

事業群名 ⑦ インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育の推進

事務事業名 高等学校における特別支援教育支援員活用事業

成果指標 全生徒に対する学校生活の充実度に関するアンケート

基準値
(年度 )

H30
目標値

(A)

H30
実績値

(B)

H30目 標1盲Lに
対する達成状況

(B/A)

Rl

最終 日標値

900/o 75,20/。
未達成
(83%)

900/o

■30年度の主な取組

○高等学校7校に特別 援教育支援員7名 を配置し、

な生徒のニーズに応じた学習活動支援や、学校生活
教職員と連携して実施した。(H29は、諌早て五島南、
ずつ配置)

発達障害等の特別な教育的支援が必要
上等の支援、学びやすい学校環境づくりを

長崎鶴洋、鳴滝、佐世保中央の5校に1名

■30年度目標値が達成できなかつた要因分析

や、その他の生徒への支援が行き届かない場面があつ
たかという全生徒を対象とした設間に、「あまり充実しな
要な生徒にしか効果が実感されにくかつたと考えられる
校では、女子生徒への支援が難しい場面もあつた。

た

えたかった」
たまた

ヽ りて し中 ,い しへ のO 支的育
し実度が増活の充生のそ 為

生 が くと答 徒 多 支援が必
の性 援支 置され 学貝 が配男

■R元年度の取組 (従来の取組の充実・改善、新たな取組等)

瑠 副 熙 醜 湾脇 魏懇 婁行し`、学校長、コーデイネT夕 T、 特別支援教育
が必要な生徒の実態等の聞き取りを行い、学びやすい学校環境づくりや、障害のある生徒への

効果的な支援の在り方など特別支援教育の充実を図る助言等を行う。

■直2年度以降の取組(最終日標達成に向けての更なる取組)

充実

じたこ応

りた

の徒 実態 f援が必要な生づく やり
しヽ く。しててし H指導助 を実等 施を行つ訪 問

当初の早い段階に実施したり、学校
すいO よう、に

支

-4-



事業群評価調書 成果指標未達成状況調査票

課 (室 )名    高校教育課

※ H30目標値に対する達成状況は達成率により区分:達成≧100%、 100%>概ね達成≧90%、 90%>未達成

基本戦略名 3 互いに支えあい見守る社会をつくる

施策名 (3) きめ細やかな対応が必要な子どもと親への支援

事業群名 ③ いじめや不登検など児童生徒が抱える問題への総合的な対策の推進

事務事業名 問題を抱える子どもの自立支援事業

成果指標 適応指導教室に通う子どもたちの学校復帰率

基準値
(年度 )

H30
目標値

(A)

H30
実績値

(B)

H30目 標1盲Lに
対する達成状況

(B/A)

Rl

最終 日標値

1000/o 80。/o
未達成
(80%)

1000/o

口30年度の主な取組

O 問題 え の の ため I についての

協議や適応指導教室宇旨導員研修会等の 支援を行つた

こ通

したたもこな
たこ学校復帰す

しか 々 fの 通生 は 、当O
のの と りつ 集団I られが み 学校関係者 直 て話接会る と るができ つ 改善りよ級す
ら 内年度 I る とができなかつか たつ かどとヘ の 抵抗が強 とな活動したりする

と考えられる。

■R元年度の取組 (従来の取組の充実B改善、新たな取細等)

ヘ した。 は 、

周囲の環境等にもさらに働きかけ、一層の 図り、不登校児童生徒への総合的な教育支
の

援を行う。

教和元

■R2年度以降の取組(最終目標達成に向けての更なる取組)

こより市係やや
し 総合の 的な教公 相談の 活を 用 不 徒ヘ登校児童生I 認心理師等ヘともると層の連携を図

支援を行う。

育
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基本戦略名 4 生きがいを持つて活躍できる社会をつくる

施策名 ( 1 ) いつまでも健康で活躍できる社会の実現

事業群名 ④ 子どもたちの体力の向上と学校体育の推進

事務事業名 学校体育研究推進費

成果指標 体カテスト結果が全国平均と同レベルもしくは上回るレベルの割合

事業群評価調書 成果指標未達成状況調査票

課(室)名    体育保健課

※ H30目 標値に対する達成状況は達成率により区分:達成≧100%、 100%>概ね達成≧900ノ6、 90%>未達成

■30年度の主な取組

O継続して体方向上アクションプランの作成B実践及び報告を求めた。また、教員の指導力の向
上`をねらい、教科体育口保健体育及び運動部活動の指導者研修会開催、関係団体からの専門
的な知識を持つた外部指導者の派遣を行つた。また、学習指導要領改訂を受け、教育課程説明
会を実施した。           、

基準値
(年度 )

H30
日標値

(A)

H30
実績値

(B)

H30日標値に
対する達成状況

(B/A)

Rl

最終日標値

730/o

(H24)
100% 52.90/o

未達成
(520/o)

1000/o

■30年度目標値が達成できなかつた要因分析

で取り組んできた体方向上アクションプランの実践等により、本県の児童生徒の状況は、中

校ではほぼ横ばいから若干の上昇傾向が見られ、小学校では低下傾向に歯止めがかかり若干

の上昇傾向も見られるようになつた。

に ったため、日に テストの
学

上O

■R元年度の取組 (従来の取組の充実・改善t新たな取組等)

備運動にジャックナイフストレッチを取り入れたところ、少しづうではあるが上昇の傾向も見られ
るようになつたため、引き続き取り組む。また∫小学校は筋力の低下が見られることから、ジャウ

クナイフストレッチに加えて手押し車や引き相撲など力強い動きを高める運動も取り入れたとこ

ろであり、引き続き取り組んでいく。

O 国より で に 、柔 の の 業でtて の

■R2年度以降の取組 (最終日標達成に向けての更なる取組 )

O全国体力B運動能力、運動習慣等調査及び県体力甲運動能力調査結果を踏まえ、学校独自
の体方向上アクシヨンプランを作成し、児童生徒の体方向上を図る。
Oジャックナイフストレッチの実施を継続するとともに、体力低位の児童生徒の体方向上に取り
組んでいく。
o体方向上の実践耕究に取り組む小学校体育専科教員の配置を行つたところであり、効果を
検証するとともに拡充を検討する。
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基本戦略名 4 生きがいを持つて活躍できる社会をつくる

施策名 ( 1 ) いつまでも健康で活躍できる社会の実現

事業群名 ⑤
子どもの望ましい生活習慣の定着に向けた学校・家庭口地域が連
携した健康教育の推進

事務事業名 食物アレルギニ対策事業費

成果指標 学校給食アレルギー事案件数(誤配食)

事業群評価調書 成果指標未達成状況調査票

課 (室)名    体育保健課

※ H30日 標値に対する達成状況は達成率により区分:達成≧100%、 100%>概ね達成≧90%、 90%>未達成

■R2年度以降の取組(最終日標達成に向けての更なる取組)

教職員や学校給食関係者に対し、食物アレルギーの正し
い理解とその対応について指導していく。 また、日頃の危機管理体制の整備に加え、職員間
の共通理解、学級内での安全対策を徹底するよう指導を行なうことに加えt人的ミスの防止の

ために食物アレルギー管理システムの更なる導入促進について啓発していく。

基準値
(年度)

H30
日標値

(A)

H30
実績値

(B)

南30目 標値 Fこ

対する達成状況

(B/A)

R2
最終 日標値

7件

(H28)
0件 3件

未達成

(0%)
0件

■30年度の主な取組

O して ア レ

する児童 生徒への対応 | つ 学校 おける事案発生の事例などを不 し

校内で の体制整備 I つ しヽ て 各調理場で実施して しヽ る食物ア レ′レギーヘ

の 対応 につ し て 人 的ミス の 防止強化 の ため 県立学校では食物アレ′レギ■管理 シス ア ム を導

入しており、市町立学校に対しては、システムの運用について啓発している。

しているが、当日準備した対応食が、本来のルーザ
不在だつたため通常食を誤配食した事案など職員
Oまたてきちんと対応食を食べてし

症したという事案もあり、自身の管

制につながるものと考える。

つた事

こ触れ
因と考える。
レルギーを発に が食した給食

理解も高めてこ力口え

′レ しでア囲可レO
が任レ や 担ど りお I 画己食されなか 案

の 不の が要間 情報共 体制有 備
アた 関わ ずら 級友も

の 抑し理 周 の く とで事案発生能 力

■R元年度の取組 (従来の取組の充実・改善、新たな取組等)

自己管理能力の育成も必要となる。それに加え、同
も、食物アレルギーについて理解させ学級全体で当

じ教室で一緒に給食を食べる級友について

該児童を守る風潮を作るように指導してい

くt。
Oまた、市町立の学校に対し、県が進めている食物アレルギー管理システムについて、試行を

加えながら導入について引き続き啓発している。

該児 のこか か 上については、O レ
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基本戦略名 5 次代を担う子どもを育む

施策名 (3) 学力の向上と個性を生かした教育の推進

事業群名
① 変化の激しい社会を生き抜く「確かな学力」の育成

③ 小中一貫教育など特色のある学校づくりの推進

事務事業名
長崎県学力調査実施事業

児童生徒の学方向上のための非常勤講師配置支援事業

成果指標 県学力調査で6割以上理解している児童生徒の割合 (小日中学校)

事業群評価調書 成果指標未達成状況調査票

課 (室 )名    義務教育課

※ H30目標値に対する達成状況は達成率により区分:達成≧100%、 100%>概ね達成≧900/る 、 90%>未達成

百頁渾司コ囲師δ顧稲爾函国所厨建成に向けての更なる取組)

O授業改善の買を高めるために、「学方向上のための三つの提案」及び『読解力育成プラン」を
上台とした、本県児童生徒の学方向上に向けての「長崎県授業改善メソッド」を構築する。

基準値
(年度)

H30
日標値

(A)

H30
実績値
(B)

H30日 標 1吉Lに
対する達成状況

(B/A)

R2
最終 日標値

46.40/o

(H27)
700/o 57.00/o

未達成
(81%)

70%以上を維持

することにより、各学校の課題に応じた授業改善に取り組んだき
O県学力調査及び全国学力・学習状況調査を検証軸とした結果分析を行い、重点課題を設定

するとともに、具体的な改善内容等について周知に努めた。
O本県共通の指針である「長崎県『学力向上のための三つの提案』」の徹底に向けて、あらゆる

機会を通じて発信するとともに、取組状況を把握し、その結果と学力調査との関連について分析
した。

町 にて 、

■30年度目標値が達成できなかつた要因分析

目 できなか つ 平 の り ′Jヽ中 I 1 0% ほ
日

升 していること また 改善された重点課題もあることから 本 県児童生徒の学 力状況 は向上 傾

向にあると捉える。
0最終日標値達成に至らなかつた要因としては、本調査は、前年度までの調査における課題
新学習指導要領が求める内容を基に出題しており、結果として難易度が高くなることから、その

改善が十分な成果に至るまでには、一定の時間及び継続した取組を要するものと考える。

■R元年度の取組 (従来の取組の充実・改善、新たな取組等 )

として、県学力調査と全国学力日学習状況調査の結果分析を進

め、現状の把握と効果的な対策に努める。
O児童生徒の読解力に係る調査研究を行い、読解の質を高める学習指導の在り方を明らかに
し、「読解力育成プラン」として示す。
O市町教育委員会と連携を図り、Rl年度から3年間で県内すべての小B中学校を訪問し、直接

指導を行う機会を設ける。
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事業群評価調書 成果指標未達成状況調査票

課 (室 )名   ― 義務教育課

※ H90日標値に対する達成状況は達成率により区分:達成≧100%、 100%>概ね達成≧90,6、 90%>未達成

基本戦略名 5 次代を担う子どもを育む

施策名 (3) 学力の向上と個性を生かした教育の推進

事業群名 ② 学校の小規模化やアクテイブ・ラーニング等に対応したECT活用の推進

事務事業名 学方向上に資するICT活用事業

成果指標 ICTを活用して学習に取り組むことのできる子どもの割合(小 H中学校)

基準値
(年度 )

H30
目標値

(A)

H30
実績値

(B)

H30目標値に
対する達成状況

(B/A)

R2
最終 日標値

60.10/o

(H26)
1000/o 710/o

未達成

(71%)
1000/o

■30年度の主な取組

OICTを活用した分かりやすい授業づくりの普及日発展のためにrlcT教育推進地区別研修会」

を実施した。
OICTを活用した教育の中核となる拠点検を県内に2校 (4ヽ学校1校、中学校1検 )指定し、実践

的な研修に加え、学方向上に資するICTを活用した授業方向上に係る研究及びその成果の発
信を行つた。

               孜育上の課題を克月Rするため、遠隔地間の学校O離島など人口過少地域における小規模校のヨ
同士をICTで結び、協働学習における指導方法の開発や学習効果の検証などの実証研究を '

行つた。

■30年度目標値が達成てきなかつた要因分析

て整備状況に差がある。
Oタブレット型パソコンの整備については、特に市町の差がある。また、配置されていたとしても

各学校の整備数に限りがあるため、児童生徒の活用時間を十分に確保することができない場

及 は Цξし の 、 つO′ の

がある。

■R元年度の取組(従来の取組の充実・改善i新たな取細等)

て、ICTを活用したプログラミング教育を推進していく。
O各市町にICT環境整備の必要性を認識してもらうため、プログラミング教育地区別研修会に
おいて、プログラミング教育のみならず、各教科等における教員や児童生徒のICT活用の重要
性について指導する。

こお

にた

ロヽ し ミし フてIロ

しお る のけ授業 等実践例ブ― ト し 研修を行う ともIとス タ 」ツク 活を 用

■R2年度以降の取細(最終日標達成に向けての更なる取組)

のICT活用力及
▲
A め の

必要性を市町へ指導していく。
画し、
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基本戦略名 5 次代を担う子どもを育む

施策名 (4 ) 我が国と郷上を愛する心や豊かな人間性、社会性の育成

事業群名 ① ふるさとを愛し、我が国と郷土長崎に誇りを持つ子どもの育成

事務事業名 郷土学習資料作成事業

成果指標 郷土長崎への理解と愛情のある児童生徒の割合 (4ヽ
日中学校 )

事業群評価調書 成果指標未達成状況調査票

課 (室 )名    義務教育課

※ H39日標値に対する達成状況は達成率により区分:達成峯100%、  100%>概ね達成≧90%、 90%>未達成

基準値
(年度 )

H30
日標値

(A)

H30
実績値

(B)

H30日 標イ盲Lに
対する達成状況

(B/A)

R2
最終 日標値

79.60/o

(H26)
100。/o 83.50/o

未達成

(83%)
100。/o

■39年度の主な取組

O 用 の 」を作 し の 1 の 生徒 I

理的分野 歴史的分野 公 民的分野 ナガサ キトピツクス 資料編等で構成されて しヽ るが ふるさ

と教 育の 充実 f 向け 毎年内容を更新し、編集出発行している。
社会科や総合的な学習O 「ふるさと長崎県」の 活用 | つ しヽ て の 時間 の みな b ず 朝読書等の

短し 時間 読み物資料 として 本教材を取 り扱うなど 活用の 工 夫を促した また 各家庭の 話

もなるような記載も盛 り込んだ

「 しま」体験活動支援事業 I つ しヽ て は しまの 魅力を広く伝 え るため 毎年実施校か ろ聞き

取つ た活動内容をまとめ 各学校や旅行業者 情報提供を行つた

■30年度目標値が達成できなかつた要因分析

や我が国の伝統や文化に

るが、ふるさと教育の取組
至つていない。

こ上昇しこ行われ 実績値は着
こ届

し用のヽヽ し て はおO
ヽて し| るヽてし ため 実 Iる が確実学習関す

ベ はエ が て 児の 童 生 までfくなる 夫 必要の ありら す 徒I はさ

■R元年度の取組 (従来の取組の充実甲改善、新たな取組等)

蹄 編健鮒 鯉 臨 鞠 鞠 籟評 鶴
発 B普及させ〔ふるさとへの愛着や誇りとともに代

用しふる と長 」の のO お、る と

■R2年度以降の取組(最終目標達成に向けての更なる取組 )

I)
げた

′うヽ 」と内の」O
するけ さら る効果な 活的な を促用学校各信 し お

「 るキャ 教育ア 業」充実事 実施をつな お、る 活性化さとを すとさ 育教 キと ヤ ) をア教育ふ るO
ムと フ を開プログふる とさ 化 つ す 探求的な職業体験るしよし を活性協働し 学校が地域と連携

力 の るとと Iも 地域を担 つお すと 実践る 育 を図成の愛さと⌒ や着 り誇普 させ及 ふる発
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事業群評価調書 1成果指標未達成状況調査票

課 (室)名    義務教育課

※ H30目標値に対する達成状況は達成率により区分:達成≧100%、 100%>概ね達成≧90%、 90%>未達成

基本戦略名 6 産業を支える人材を育て、
・
活かす

施策名 (1) キやリア教育の推進と企業人材の育成

事業群名 ① キヤリア教育・職業教育の推進

事務事業名 長崎つ子の「夢口憧れ日志」を育む環境整備事業

成果指標 夢や憧れがある児童及び夢の実現に向けて行動している生徒の割合

基準値
(年度 )

H30
日標値

(A)

H30
実績値

(B)

H30日 標1首Lに
対する達成状況・ (B/A)

R2
最終日標値

79.40/o

(H26)
1000/o 81.80/o

未達成
(81%)

100%維持

■30年度の主な取組

σ百ゑ6年度から本県の子どもたちが「夢日憧れ日志」を抱くことができる環境整備と応援体制の構
築を目的として、「長崎つ子の『夢口憧れ日志』を育む産学官連携応援会議」を開催し、産学官連
携による支援体制づくりや協力企業・人材バンクの整備等を行つた。
OW36年度には教職員や保護者、地域住民、企業、行政関係者がそれぞれの実践を報告し合
い、さらなる連携・協働の在り方について協議する300人規模のフォーラムを実施したと
O企業や業界B団体と学校をつなぐための「小中学生の夢a憧れ日志を応援するポータルサイト」
を立ち上げた。

■30年度目標値が達成できなかつた要因分析

0子供たちの「夢日憧れ B志」を育むためI 、産学官の連携や学校日地域 H家庭の連携が進んで

いる。実績値は上昇傾向が続いているものの最終目標値は達成できなかつた。取組の理念は

学校や地域に浸透することができたが、その理念を生かした学校での取組にはさらなる工夫の

必要があり、すべての生徒に届く効果的な実践までには至つていない。

■R年度の取組(従来の取組の充実阻改善、新たな取組等)

推進してきた産学官の連携、学校、家庭、地域の連携口協力体制を

基盤に、ふるさとを活性化しようとする探求的な職業体験学習プログラムを開発日普及し、長崎

版キャリア教育の実現を目指す。

Oこれまでの取組において

■R2年度以降の取組(最終日標達成に向けての更なる取組)

出されており、キヤリアパスポートの実践など、キヤリア教育の充実を図る。
の について 月llい てO

…
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